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震災復興期における住民間の合意形成過程
― 防潮堤建設を巡る比較研究を通して ―
地域変動と住民生活分野　坂口　奈央
　本研究では、東日本大震災からの震災復興期に
おける住民間の合意形成過程、及び合意形成をも
たらす諸要因を明らかにする。被災した地域住民
は、精神的、経済的窮地の中、さらに時間的な制
約を受けながら、震災復興に関するまちづくりの
合意形成が求められる。合意形成の過程で住民は、
どのような主題を巡って、方針や計画を決めてい
くのだろうか。報道や先行研究では、震災復興期
の“住民間”の合意形成過程に着目したものは少
ない。また、復興の主体である行政が想定してい
るのは、民主的かつ開放的な地域社会のモデルで
あり、それに応じた合理的な合意形成の手法を用
いている。行政や専門家（研究者やコンサル等）
が想定する合意形成のタイプは、一律的である。
果たして、東日本大震災で被災した農山漁村地域
においても、民主的な地域社会モデルに基づいた
合理的な合意形成手法は、適合的かつ有効なのだ
ろうか。
　震災復興におけるまちづくりの合意形成の中で
も、象徴的な問題となった防潮堤の高さを巡る合
意形成過程を取り上げ、地域コミュニティ内にお
ける合意形成の要因を分析する。対象地は、岩手
県大槌町安渡（あんど）地区と赤浜（あかはま）
地区という隣り合わせに位置し、甚大な被害を受
けた地域である。大槌町では、行政と住民間の
合意形成を図るために、2011 年 9 月に、地域復
興協議会を設置した。地域復興協議会は、民主的
な地域社会を前提とし、一律的かつ計画的に合意
を形成するための枠組みである。行政が用意した
合意に至る手続きは、2 地区とも同じだったにも
かかわらず、安渡地区は、行政が提示した 14.5m 
の高さを選択し、赤浜地区は、従来通りの高さで
ある 6.5m を選択した。さらに、2 地区の合意形
成の時期が異なり、安渡地区より赤浜地区は、2 ヶ
月早く 2011 年 10 月までに合意形成した。
　隣り合わせの地域が、なぜ異なる防潮堤の高さ
を選択したのか。そして合意の時期にズレが生じ
たのはなぜか。
　調査では、文献調査、参与観察、インタビュー
調査という調査方法を用いた。まず、自治体編纂
の地域史や漁業資料に依拠して、三陸沿岸の漁業
の歴史を通して、漁業における物事の決め方がど
のようなものだったのかを明らかにした。特に明
治時代以降の漁業の変遷を調査した結果、岩手県
大槌町は、浜や浦といった集落単位のまとまりが
強く、集落間の合意形成に時間を要すること、さ
らに、都市的・計画的に形成された町ではないこ
とが判明した。
　次に、2 地区の地域住民、地域復興協議会担当
の行政職員、コンサルティング担当者、コーディ
ネーター総勢 48 名への聞き取り調査から、2 地
区が選択した防潮堤の高さや合意の時期が異なる
要因と考えられる諸要因が判明した。まず、震災
前の平時から地域に備わる合意形成基盤の 3 つの
要因として、地域コミュニティ成員の職業形態の
傾向に起因する「産業構造」の差異、時間的に一
定の範囲内で完結する可変性の乏しい社会におけ
る文化的・社会的パターンを示す「生活構造の土
着性」の差異、そして、地域の宗教的シンボルと
なる「共有財産」の有無である。このうち、「生
活構造の土着性」は、両地区とも見られたが、次
の 2 つの要因に違いがあった。
　安渡地区は、合意形成の基盤のうち、近代化に
よって人口層が多様化していたため「産業構造」 
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が多様化し、「共有財産」が存在していたものの、
共有財産を巡り一部住民間のトラブルが発生して
いた。よって、合意形成基盤は、脆弱的であった
と見られる。赤浜地区は、漁業を中心とした「産
業構造」があり、また「共有財産」による明確な
意思統一が図られていたことから、合意形成の基
盤が備わっていると考えられる。合意形成の基盤
は、防潮堤の高さを選択する際に大きな影響を
与えている。安渡地区は、合意形成の基盤が脆弱
で、かつ海に対する意識が低かったことから、行
政が提示した防潮堤の高さを受け入れたのではな
いか。赤浜地区は、合意形成の基盤が十分に機能
していたため、住民独自の提案を行政に認めさせ
ることができたと考えられる。 
　次に、震災以降の合意形成を加速させた 3 つ
の要因として、避難所生活や仮設住宅入居形態の
あり方を示す「避難生活形態」の差異（統合的あ
るいは分散的）、既存の地域住民組織が住民間の
合意形成を牽引できない場合に代替組織として発
足する「緊急コミュニティ組織」の有無、そして、
防潮堤の高さを決める地域復興協議会内の「リー 
ダーシップ」のあり方（調整型あるいは親分型）
が挙げられる。
　安渡地区は、「避難生活形態」が分散的であっ
たこと、既存の住民組織が機能せず、「緊急コミュ
ニティ組織」も発足しなかったこと、さらに調整
型「リーダーシップ」と、加速要因の機能も弱かっ
た。赤浜地区では、「避難生活形態」が統合的で
あり、既存の住民組織がなかったことから発足し
た「緊急コミュニティ組織」と強力なリーダーシッ
プが合意形成を牽引したことから、迅速な合意形
成を図ることができた。震災復興期に見られる合
意形成の要因は、防潮堤の高さの選択と、合意の
加速に影響を与えるのではないだろうか。
　また、合意形成基盤と加速それぞれの要因がも
つタイプは、開放的合意形成とともに、閉鎖的合
意形成でもある。行政による開放的合意形成の枠
組みを地域に当てはめようとすることが、東北被
災地の合意形成の複雑さを生んでいると考えられ
る。また、一律的な開放的合意形成では、住民の
主体的な合意を引き出すことは難しいことが明ら
かとなった。
